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（厚労省・「一億総活躍」社会の実現に向け基本
政策）第１子出産前後の継続就業率60％目指
す／（厚労省・学生バイトの意識等調査）事前
に労働条件の「具体的説明なかった」が２割／
（厚労省・27年度輝くテレワーク賞）初年度は
「優秀賞」２社、「特別奨励賞」８社など／ほか
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労務相談室
〔フレックス・裁量労働制ある事業場〕半日年休を導入したいが ─── 48
〔若者雇用促進法の情報提供義務〕どのような義務課されるか ──── 50
〔午後10時少し過ぎる時間外労働〕６か月24回以上で健診必要か ─── 52
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●連載　労働スクランブル○237（労働評論家・
飯田康夫） ─ 40●わたしの監督雑感　沖縄・
名護労働基準監督署長　平良喜作 ─ 54●今
月の資料室 ─ 56●平成27年　総目次 ─ 57
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今年の労災裁判を振り返る─────── ６

今年の労災裁判は、例年どおり、精神疾患、アスベスト関連が多いのが特徴であるが、いわゆる過労死関係は減少傾向
が見られる。精神疾患の関係でのパワハラ事件が増えているのも特徴といえる。そのため、昨年は、パワハラが原因で
精神疾患・自殺に及んでいたものを「精神疾患（自殺を含む）」に分類していたが、今回はパワハラを原因とするもの
を「パワハラ」と分類して紹介している。パワハラと言われる事例には、その行為が違法か否かは常に悩ましいものが
多いが、裁判になった事例の多くは、パワハラか否かの検討を要するような微妙な事例は少なく、明らかに違法性が認
められる事例が殆どであり、違法な行為があったものとして損害賠償請求が認められている。

（弁護士・外井浩志（外井（TOI）法律事務所））

精神疾患・アスベスト関連の訴訟が多い
パワハラ事件が増えているのも特徴

年末特別企画

────── 23
●レポート／「特別な休暇制度」無料セミナー
　　　　　　〈東京〉が開催！

（編集部）

時間生産性を高め効率よく働く
ワークライフバランスの実現も重要に
11月６日に開催された「特別な休暇制度」無料セミナー
で中央大学大学院戦略経営研究科の佐藤博樹教授は、
法定外休暇は“目的のある休暇”であり、その利用目的
を考えながら導入することが重要であること、WLBを
実現できる職場とするための働き方改革が重要である
こと――などについて語った。

─── 26●裁判例から学ぶ予防法務〈第15回〉

長時間労働等の実態認識可能な状況
なら使用者の予見可能性認められる

医療法人雄心会事件

新人臨床検査技師のうつ病・自殺と安全配慮義務
（札幌高裁　平成25年11月21日判決）

（弁護士・井澤慎次）

●労務資料／平成27年 就労条件総合調査
　　　　　　結果② ────────── 42

年休取得率２年ぶりに低下し47.6％

（厚生労働省調べ）
～労働時間制度～

http://rouki.chosakai.ne.jp/バックナンバーが閲覧できます!!

改訂17版

A6判／624頁／本体 1,760円＋税／送料463円

A6判／828頁／本体 1,760円＋税／送料463円

平成27年９月１日現在の労働安全衛生法及び労働安全衛生法施行
令の全条文を収録。主な改正点は、次のとおり。
○労働安全衛生法施行令の改正（H27・８・12公布⇒H27・
11・１施行）

　名称等を表示すべき危険物および有害物の追加（ナフタレンなど）

平成27年９月１日現在の労働安全衛生規則の全条文を収録。
主な改正点は、次の通り。
○ストレスチェック制度の創設（H27・４・15公布⇒H27・12・１施行）
　ストレスチェック制度に関する産業医の職務の規定、衛生委員会等
の付議事項、心理的な負担の程度を把握するための検査に関する実施
方法、実施者等の規定など。
○足場作業の改正（H27・３・５公布⇒H27・７・１施行）
　足場等からの墜落・転落に係る労働災害防止対策の強化、特別教
育に足場の組立て、解体又は変更の作業に係る業務の追加、架設通
路に係る墜落防止措置の充実、足場の作業床に係る墜落防止措置の
充実、足場の組立て等の作業に係る墜落防止措置の充実など。
○高所作業所の改正（H27・８・５公布⇒H28・７・１施行）
　ロープ高所作業における危険の防止を図るための所与の措置の改正。
巻末には、健康診断に関する告示４本と、各種申請・届出等をする場
合の必要事項をまとめた「届出・申請手続早わかり」を附録として掲載。

改訂16版

第一章　総則
第二章　労働災害防止計画
第三章　安全衛生管理体制
第四章　労働者の危険又は健康障害を防止するための措置
第五章　機械等並びに危険物及び有害物に関する規制
第六章　労働者の就業に当たつての措置
第七章　健康の保持増進のための措置
第七章の二　快適な職場環境の形成のための措置
第八章　免許等

第九章　安全衛生改善計画等
第十章　監督等
第十一章　雑則
第十二章　罰則
附則
別表
労働安全衛生法施行令
附録

●安全衛生担当者必携
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【改訂17版】

実務便覧
労働安全衛生法

●安全衛生担当者必携
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【改訂16版】

実務便覧
労働安全衛生規則


